
 緑の公共事業実施要領 

平成 14年 10月 25日  

4 林 第 9 1 1 号  

最終改正  令和６年３月 22日   

６ 林 第 1 5 0 号   

(趣旨) 

第 1 

緑の公共事業補助金交付要綱(平成 14 年京都府告示第 548 号。以下「要綱」という。)により

補助を受けて、いのちと環境の森づくり事業及び京都モデルフォレスト推進事業 (以下「事業」

という。)を実施しようとするものは、要綱及びこの要領の定めるところにより事業を実施する

ものとする。 

(事業の区分) 

第 2 

事業の区分及び工種の区分は次のとおりとする。 

 
事業区分 

  
 左の事業の工種区分  

 いのちと環境の森づくり事業 ①間伐 

②間伐材等搬出 

③林道等改修 

 

 (森林適正整備推進事業)  

 いのちと環境の森づくり事業 ①整理伐 

②刈払い 

③竹材搬出 

④作業歩道開設 

⑤天然林整理伐 

 

 (放置竹林拡大防止等事業)  

 京都モデルフォレスト推進事業 

(森林・山村多面的機能発揮対策事業) 
 

 

(事業実施主体、事業内容及び採択基準等) 

第 3  
事業実施主体、事業内容、採択基準は別表 1に定めるとおりとする。 

(補助金の算出) 

第 4 

補助金の額は、別表 2の方法により算出するものとする。 

(事業実施計画) 

第 5 

緑の公共事業を実施しようとする者（ただし、要綱に定める補助事業者を除く。)は、あらか

じめ計画事業量を把握し、施行地の所在する市町村長に対して年度別事業実施計画調書(別記第

1号様式)を提出するものとする。 

２ 要綱に定める補助事業者は、前号の年度別事業実施計画調書の内容を踏まえ、事業実施年度の

６月末日までに年度別事業実施計画書(別記第 2号様式)を知事に提出するものとする。 

(事業実施計画の承認) 

第 6 

知事は、第 5により提出のあった事業実施計画が次の要件を満たしていると認めるときは、

予算の範囲内で承認するものとする。 

(1)  地域森林計画等に即した内容であること。 

(2)  事業内容、採択要件等が別表に掲げるものに適合するものであること。 

(3)  地域の実態に即し、技術的及び資金的にみて実行可能なものであること。 



(4)  事業実施主体の意向が十分に反映されたものであること。 

(事業実施計画の変更等) 

第 7 

市町村長は、経済事情の変動等により当該事業実施計画を変更する必要が生じた場合、事業

実施計画を変更することとし、その手続きに当たっては第 5及び第 6の規定を準用するものと

する。 

(事業の着手) 

第 8 

事業の着手は、補助金の交付決定日以降とする。 

(早期着工届) 

第 9 

補助金の交付決定日以前に事業の着手を行おうとする場合は、工事着手日の 1週間前までに

知事に早期着工届(別記第 3号様式)を提出するものとする。 

(検 査) 

第 10 

市町村長は補助事業が完了したときは、すみやかに検査を行うものとする。 

(事業の推進) 

第 11 

市町村長及び事業実施主体は、この事業の円滑かつ適正な推進を図るため、事業推進体制を

整備するとともに、関係団体や府等との密接な連携の下で、事業の推進に関して必要な普及、

啓発、助言、指導に当たるものとする。 

(書類の提出) 

第 12 

この要領により知事に提出する書類は、特に定めるもののほかは正本 1部とし、事業実施地

域を所轄する広域振興局の長(京都市、長岡京市、向日市、及び大山崎町にあっては京都林務

事務所長)に提出するものとする。 

ただし、実施地域が 2以上の広域振興局の所管区域にわたるものについては、知事あて提出

するものとする。 

(事業実施における留意事項) 

第 13 

事業実施主体は、ハローワーク等に広く求職情報を提供し、新規雇用者の確保に努めるよう

請負業者等を指導するものとする。 

２ 一の事業実施主体が同一年度において第 2に規定する緑の公共事業を 2事業以上実施する場

合、同一の雇用者が重複して雇用されないよう請負業者等を指導するものとする。 

(補助金の概算払) 

第 14 

知事は、事業施行上必要と認めるときは、当該年度の補助金交付決定額の範囲内において概

算払をすることができる。 

２ 前項の規定により概算払を請求しようとする者は、請求書に別記第４号様式による概算払内訳

書を添付して請求するものとする。 

(その他) 

第 15 

この要領に定めるもののほか、この事業の実施に関し必要な事項は、知事が別に定めるもの

とする。 

 

附 則 

１ この要領は、平成 14年度分の補助金から適用する。 

２ 平成 14年度事業にあっては、要領第 8の年度別事業実施計画書については、知事が別途定める



日までに提出するものとする。 

附 則(平成 15年 5月 30日付け 5林第 471 号農林水産部長通知) 

１ この要領は、平成 15年度分の補助金から適用する。 

２ 次の要領は、廃止する。 

(１) 有害鳥獣駆除関係実施要領(昭和 47年 7月 11日付け 4林政第 509号農林部長通知) 

(２) 有害鳥獣防除施設設置事業実施要領(平成 6年 3月 22日付け 6森第 199号農林水産部長通

知) 

附 則(平成 16年 6月 25日付け 6林第 366 号農林水産部長通知) 

この要領は、平成 16年度分の補助金から適用する。 

附 則(平成 17年 7月 8日付け 7林第 276号農林水産部長通知) 

この要領は、平成 17年度分の補助金から適用する。 

附 則(平成 18年 6月 13日付け 8林第 247 号農林水産部長通知) 

この要領は、平成 18年度分の補助金から適用する。 

附 則(平成 19年 8月 14日付け 9林第 433 号農林水産部長通知) 

この要領は、平成 19年度分の補助金から適用する。 

附 則(平成 21年 7月 31日付け 1林第 346 号農林水産部長通知) 

この要領は、平成 21年度分の補助金から適用する。 

附 則(平成 22年６月 17日付け２森第 404 号農林水産部長通知) 

この要領は、平成 22年度分の補助金から適用する。 

附 則(平成 22年 10月 19日付け２森第 584 号農林水産部長通知) 

この要領は、平成 22年 10月 19日から施行し、改正後の緑の公共事業補助金交付要領は、 

平成 22年度分の補助金から適用する。 

附 則(平成 22年 12月 24日付け２森第 717 号農林水産部長通知) 

この要領は、平成 22年 12月 24日から施行し、改正後の緑の公共事業補助金交付要領は、 

平成 22年度分の補助金から適用する。 

附 則(平成 23年 6月 24日付け３森第 473 号農林水産部長通知) 

この要領は、平成 23年 6月 24日から施行し、改正後の緑の公共事業補助金交付要領は、 

平成 23年度分の補助金から適用する。 

附 則(平成 23年 9月 20日付け３林第 438 号農林水産部長通知) 

この要領は、平成 23年 9月 20日から施行し、改正後の緑の公共事業補助金交付要領は、 

平成 23年度分の補助金から適用する。 

附 則(平成 24年 2月 21日付け４森第 129 号農林水産部長通知) 

この要領は、平成 24年 2月 21日から施行し、改正後の緑の公共事業補助金交付要領は、 

平成 23年度分の補助金から適用する。 

附 則(平成 24年月 6月 29日付け４森第 443号農林水産部長通知) 

この要領は、平成 24年 6月 29日から施行し、改正後の緑の公共事業補助金交付要領は、 

平成 24年度分の補助金から適用する。 

附 則(平成 25年 10月１日付け５森第 596 号農林水産部長通知) 

1 この要領は、平成 25年 10月１日から施行し、改正後の緑の公共事業補助金交付要領は、 

平成 25 年度分の補助金から適用する。 

附 則(平成 26年 12月 24日付け６森第 525-1号農林水産部長通知) 

1 この要領は、平成 26年 12月 24日から施行し、改正後の緑の公共事業補助金交付要領は、

平成 26年度分の補助金から適用する。 

附 則(平成 27年６月 30日付け７森第 468 号農林水産部長通知) 

1 この要領は、平成 27年６月 30日から施行し、改正後の緑の公共事業補助金交付要領は、

平成 27年度分の補助金から適用する。 

附 則(平成 28年４月 22日８林第 239号農林水産部長通知) 

1 この要領は、平成 28年４月 22日から施行し、改正後の緑の公共事業補助金交付要領は、 

平成 28 年度分の補助金から適用する。 

附 則(平成 28年７月 25日付け８森第 468 号農林水産部長通知) 

この要領は、平成 28年７月 25日から施行する。 

附 則(平成 30年３月 16日付け 30農村第 120号農林水産部長通知) 

この要領は、平成 30年４月１日から施行する。 

附 則(令和４年３月 31日付け４農村第 549 号農林水産部長通知) 



この要領は、令和４年４月１日から施行し、改正後の緑の公共事業実施要領は、令和４年 

度分の補助金から適用する。 

附 則(令和６年３月 22日付け６林第 150号農林水産部長通知) 

この要領は、令和６年４月１日から施行し、令和６年度分の補助金から適用する。



別表１ 

事業実施主体、事業内容及び採択基準 
 

１ いのちと環境の森づくり事業(森林適正整備推進事業)  

 工種区分 実施地域等 事業実施主体 事業内容 採択基準  

間伐 京都府内の地域森林計

画対象森林 

市町村、森林

組合、森林所

有者及び林業

経営体（自己

又は他の者の

保有する森林

において、事

業主自身若し

くは直接雇用

している現場

作業職員によ

り又は他の者

への請負によ

り造林、保

育、素材生産

等の林業生産

活動を行って

いる者をい

う。以下同

じ。） 

林木の健全な成長を促進するこ

とを目的に実施する間伐及び間

伐材等の搬出 

(1) スギ、ヒノキ等の人工林を対象とする。 

(2) １施行地の面積は 0.1ha以上とする。 

(3) 人工林の対象齢級等は、12齢級以下（ただし、

地域の標準的な施業における本数密度をおおむね

５割上回る森林又は立木の収量比数がおおむね

100分の 95以上の森林についてはこの限りではな

い。）又は森林法（昭和 26年法律第 249号）第 10

条の５に規定する市町村森林整備計画に定められ

る標準伐期齢に２を乗じた林齢以下とする。 

(4) 間伐率は２０％以上とする。 

(5) 林内に残置する伐採木については、適切な滑落

防止対策を施すものとし、必要に応じて枝払・玉

切・片付を実施するものとする。 

間伐材

等搬出 

森林適正整備推進事業

で間伐した間伐材及び

災害を誘発する危険性

のある間伐材等 

(1) 市場等まで搬出させること。 

(2) 森林適正整備推進事業で間伐した間伐材である

こと。 

(3) (2)以外の場合においては、当該間伐事業地と

隣接若しくは林道等により一体的につながってい

る林分において、災害を誘発する危険性のある間

伐材等であること。 



  

林道等

改修 

京都府内の地域森林計

画対象森林 

市町村、森林

組合 
森林整備と一体的に実施される

林道等の改修 

(1) 林道又は、事業実施後に林道へ編入される基幹

的な作業道であること。 

(2) いのちと環境の森づくり事業の森林整備と一体

的に実施すること。 

(3) 流木、危険木除去等を一体的に実施すること。 

(4) １路線当たりの全体計画事業費が 900万円未満

であること。 



   

２ いのちと環境の森づくり事業(放置竹林拡大防止等事業)  

 工種区分 実施地域等 事業実施主体 事業内容 採択基準  

 

整理伐 京都府内の地域森林計

画対象森林 

市町村、森林

組合、森林所

有者及び林業

経営体 

森林の健全な育成を目的とする

森林に侵入した竹の伐採 
(1) 竹等が侵入し樹木の健全な育成を阻害されてい

る樹林地とする。 

(2) １施行地の面積は 0.1ha以上とする。 

 
刈払い 

  
整理伐後に発生したタケノコ及び

ササ類の刈払い 

(1) 整理伐後３年以内の森林とする。 

(2) １施行地の面積は 0.1ha以上とする。 

 

 

 
竹材搬

出 

  
整理伐により伐採した竹の搬出 

(1) 本事業の整理伐の実施と同時に行う竹の搬出と

する。 

(2) 資材等として利用する竹の搬出に限る。 

 

 
作業歩

道開設 

  
整理伐、刈払い、竹の搬出等に

利用する歩道の開設 

(1) 歩道幅員は 0.7ｍ以上 1.8ｍ以下とする。 

(2) 歩道の起点は既存の歩道及び土場等に接するも

のとする。 

 

 
天然林

整理伐 

  
天然林の更新を目的とする伐採

整理及び防護柵等の整備 

(1) 18齢級以下の天然林を対象とする。 

(2) １施行地の面積は 0.1ha以上かつ 1ha未満とす

る。 

(3) 標準伐期以上の主林木について、本数率で 70%

以上主伐することとする。 

(4) 伐採木の搬出は、1ha当たり 10ｍ3以上行うこ

ととする。 

(5) 事業完了後、当該林分の更新状況等について、

調査、報告することとし、天然力による更新困難

であると判断される場合は、植栽等により適切な

更新を図ることとする。 

(6) 防護柵等の整備は、天然林整理伐と一体的に 

行うものであることとする。 

 



３ 京都モデルフォレスト推進事業(森林・山村多面的機能発揮対策事業) 
 

 

 

工種区分 実施地域等 事業実施主体 事業内容 採択基準 

 
京都府内 市町村 活動組織に対して行う説明会の

開催や活動に対する指導・助言

等 

活動組織が森林の有する多面的な機能を発揮させ

るための森林保全活動や山村地域の活性化の取組

を支援する市町村とする。 

  

別表２ 補助金の算出 

 

 

 

 

 

 

事業名 補助金の算出  

いのちと環境の森づくり事業 
(森林適正整備推進事業) 

標準経費=標準単価×諸掛費率×面積(ha) 

補助金額=標準経費×補助率 

いのちと環境の森づくり事業 

(放置竹林拡大防止等事業) 

京都モデルフォレスト推進事業 (森林・山村多面

的機能発揮対策事業) 

補助金額=事業費(定額) 

 

【注】１ いのちと環境の森づくり事業の標準単価及び諸掛費率は、知事が別に定める。 

２ 標準経費及び補助金額の算出に当たって、１円未満の端数は切り捨てるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 
第１号様式 

番   号  

年 月 日  

市町村長 様 

 

事業主体の長  

年度緑の公共事業事業実施計画調書の提出について 

緑の公共事業実施要領第５の１に基づき、別紙のとおり提出します。 
 



別紙 

年度 緑の公共事業年度別事業実施計画調書 

 

 

事業区分 
実施 

箇所 

事業 

主体 

前年度 本年度事業実施計画 次年度予定  

事業量 事業費 補助金 

工種区分 

・ 

事業量 

事業費 補助金 市町村費 その他 事業量 事業費 

    
千円 千円 

 
千円 千円 千円 千円 

 
千円 

計             



 
第２号様式 

番   号  

年 月 日  

京都府知事 様 

市町村長または事業実施主体の長  

緑の公共事業年度別事業実施計画書の提出について 

緑の公共事業実施要領第５の２に基づき、別紙のとおり提出します。 

 



別紙 

年度 緑の公共事業年度別事業実施計画書 
 

 

事業区分 
実施 

箇所 

事業 

主体 

前年度 本年度事業実施計画 次年度予定  

事業量 事業費 補助金 

工種区分 

・ 

事業量 

事業費 補助金 市町村費 その他 事業量 事業費 

    
千円 千円 

 
千円 千円 千円 千円 

 
千円 

計             

 



第３号様式 

番   号  

年 月 日  

京都府知事 様 

市町村長または事業実施主体の長  

年度緑の公共事業早期着工届 

下記の事業について、別記条件を承諾の上早期に着工したいので、緑の公共事業実施

要領第９に基づき届け出ます。 

記 
 

１ 事 業 名 
 

２ 事業主体 
 

３ 実施箇所 
 

４ 実施内容 

(1) 事業量 

(2) 事業費 

 

５ 着工予定年月日         年  月   日 

 

６ 完了予定年月日         年  月   日 

 

７ 早期の着工が必要な理由 

 

 
 

別記条件 

１ 本事業については、着工から補助金交付指令を受けるまでの間において、計画変更

を行わないこと。 

２ 補助金交付指令を受けるまでの間において天災地変等の事由によって、実施した事

業に損失を生じた場合、これらの損失は、事業主体が負担するものとする。 

３ 補助金交付指令を受けた補助金が、交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合

においても異議がないこと。 
  



第４号様式 

 

年度緑の公共事業概算払請求内訳書 

１ 補助金交付決定通知年月日及び番号 

年  月  日付け   第     号 

２ 内訳 
   

 
事業名 総事業費 補助金交付 

決定額

(A) 

請求の内訳 事業完了

予定年月

日 

 

既受領額(B) 今回請求額(C) 残高(A)－(B)－(C) 

金額 出来高 金額 出来高 金額 出来高 

 
円 円 円 ％ 円 ％ 円 ％ 

 

   

 


